　　年　　月　　日　

　　東松山市長　様
(申請者)所在地　　　　　　　　　　　

法人名　　　　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　　印　

登録免許税法別表第3の10の項の第3欄の第1号に掲げる登記に係る証明願

　登録免許税法第4条第2項の規定による登録免許税の非課税措置を受けるため、下記の不動産に係る登記が同法別表第3の10の項の第3欄の第1号に該当することについて、同法施行規則第3条第1号の規定により証明くださるよう申請します。

記

	証明を受けようとする不動産
	所　　　　　在
	地番又は家屋番号
	地目又は建物の種類・構造
	地積又は床面積
	具体的用途

	
	　
	　
	　
	　
	　


　上記不動産に係る登記は、登録免許税法別表第3の10の項の第3欄の第1号に該当することを証明します。
　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　東松山市長　森田　光一　　　
添付書類等
1 証明願　２部
2 法人の登記事項証明書（東松山市所管法人以外は提出が必要です。） １部
3 登録免許税法に規定する不動産に該当することが明らかとなる書類　１部
売買契約書、贈与契約書、寄附申込書、寄附受領書等の各写し　
利用権（地上権及び貸借権）の設定登記の場合は、地上権設定契約書または土地貸借契約書の写し　
【建物】
4 建物の登記事項証明書または建物表題登記申請の受領書の写し　１部
5 各階平面図（縮尺１/５００程度）　１部
【土地】
4 土地の登記事項証明書（所有権移転前）　１部
5 公図の写し　１部
6 その不動産が社会福祉事業に使われることが証明できる書類（理事会議事録・事業計画書）　１部
7 その他（場合により所有権移転登記確約書、農地転用許可書（届出書）の写しなどの提出が必要となります。）　１部
